
京都市民間シェルター施設補助金交付要綱 

(趣旨) 

第１条 この要綱は、京都市補助金等の交付等に関する条例（以下「条例」という。）及び京都

市補助金等の交付等に関する条例施行規則に定めるもののほか、「配偶者からの暴力の防止及

び被害者の保護等に関する法律」第１条第２項に規定する被害者及びその家族、「京都市犯罪

被害者等支援条例」第２条第２号に規定する犯罪被害者等、又は「困難な問題を抱える女性

への支援に関する法律」第２条に規定する困難な問題を抱える女性及びその家族（以下「保

護対象者」という。）を保護するための民間シェルターを運営する事業（以下「事業」という。）

を行う団体に対する民間シェルターの家賃に要する費用（以下「家賃」という。）の全部又は

一部を補助する補助金（以下「補助金」という。）の交付について必要な事項を定めるものと

する。 

 

(定義) 

第２条 この要綱において「民間シェルター」とは、次に掲げる要件を満たす施設をいう。 

⑴ 民間団体によって運営されていること。 

⑵ 保護対象者を緊急一時的に避難させ、かつ、一定期間入所させることができる居室を有

すること。 

⑶ 居室は、１世帯につき１室以上であること。 

⑷ 居室の面積は、おおむね１人につき３．３㎡以上であること。 

⑸ 不特定多数の者に開放されておらず、かつ、入所した保護対象者の安全、衛生及びプラ

イバシーの確保に配慮した設備を有していること。 

⑹ 保護対象者の安全を確保するため、非常通報装置若しくはそれに準ずる装置又は防犯カ

メラを付けていること。 

⑺ その他市長が必要と認める設備を有すること。 

 

(交付の対象) 

第３条 補助金は、次に掲げる要件を満たす団体であって、市長が適当と認めるものに対し、

予算の範囲内において交付する。 

⑴ 本市の区域内に民間シェルター及び主たる事務所を有すること。 

⑵ 民間シェルター又はこれに類する施設をおおむね１年以上運営していること。 

⑶ 営利を目的としないこと。 

⑷ 保護対象者からの相談や保護に実績があり、社会福祉士等専門の資格を有する相談員を

常駐させていること。 

⑸ 入居者の求めに応じて各種手続等への同行やカウンセリングの提供等の支援を実施して

いること。 

⑹ 運営する民間シェルターの退所者に対して継続的なフォローアップや相談支援、居場所

提供等を実施していること。 



⑺ 法人格を有していること。 

⑻ 宗教活動や政治活動を主たる目的としないこと。 

⑼ 京都市暴力団排除条例第２条第４号に規定する暴力団員等又は同条第 5 号に規定する暴

力団密接関係者でないこと。 

 

(補助金の額) 

第４条 家賃に対する補助金の額は、１室当たり月額５万円以内とし、予算の範囲内において

交付する。ただし、市長が特に必要があると認めるときは、この限りでない。 

 

(交付の申請) 

第５条 条例第９条の規定による申請は、京都市民間シェルター施設補助金交付申請書（第１

号様式。以下「申請書」という。）によって、別に定める日までに次の各号に掲げる書類を添

えて行わなければならない。 

 ⑴ 収支予算書 

⑵ 事業計画書 

⑶ 団体の規約及び役員名簿 

 ⑷ 団体の活動実績に関する資料 

 ⑸ 家賃に係る契約書等の写し 

 ⑹ その他別に定める書類 

 

 

（交付団体の選考に係る専門家会議の開催） 

第６条 前条に定める申請について、補助金交付団体の選考を行うに当たり、専門的な見地か

ら幅広く意見を求めることを目的として、民間シェルターへの補助金の交付に関する専門家

会議（以下「会議」という。）を開催する。ただし、内容が軽微であると認める場合は個別に

意見を聴取することができる。 

２ 会議の委員は、配偶者等からの暴力に関する相談や保護対象者の保護の取組を行う関係機

関等から市長が依頼し、又は任命する。 

３ 前項の規定により依頼し、又は任命する委員の数は、６名以内とする。 

４ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

５ 委員は、再任されることができる。 

６ 市長は、委員のうちから会議の会長を指名し、会長は会議の進行をつかさどる。 

７ 会長に事故があるときは、あらかじめ会長の指名する委員がその職務を代理する。 

８ 市長は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の者の出席又は協力を求めることが

できる。 

９ 市長は、補助金交付団体の決定に際し、次の各号に掲げる事項について委員から意見を聴

取する。 

⑴ 補助金交付団体の選定に係る事項 



⑵ その他市長が必要と認める事項 

10 会議は市長が招集する。 

 

(標準処理期間) 

第７条 市長は条例第９条による申請が到達してから３０日以内に条例第１０条各項の決定を

するものとする。 

 

(申請事項の変更の承認) 

第８条 条例第１２条第１項の規定による通知を受けた団体（以下「交付決定団体」という。)

は、申請書又はその添付書類に記載した事項を変更しようとするときは、市長の承認を受け

なければならない。ただし、次の各号に掲げるいずれかに該当する場合は、この限りでない。 

 ⑴ 補助目的達成のために相関的な事業要素相互間の弾力的な遂行を認める必要がある場合 

⑵ 補助目的の変更をもたらすものでなく、かつ、補助事業者等の自由な創意により計画変

更を認めることが、より能率的な補助目的達成に資するものと考えられる場合 

 ⑶ 補助目的及び事業能率に関係ない事業計画の細部の変更である場合 

 

(実績報告) 

第９条 条例第１８条第１項に規定する実績報告は、京都市民間シェルター施設補助金実績報

告書（第２号様式）によって、次項に定める書類を添えて、交付対象事業完了から起算して

３０日以内に行わなければならない。 

２ 条例第１８条第１項に規定する市長等が定める書類は、次に掲げるものとする。 

 ⑴ 収支決算書 

 ⑵ 算定基礎となった施設の家賃を支払ったことを証する書類 

 ⑶ その他別に定める書類 

 

(補助金の概算払) 

第１０条 交付決定団体は、条例第２１条第２項の規定による補助金の概算払を受けようとす

るときは、京都市民間シェルター施設補助金概算払請求書(第３号様式)を市長に提出しなけ

ればならない。 

 

(補則) 

第１１条 この要綱において別に定めることとされている事項及びこの要綱の施行に関し必要

な事項は、文化市民局長が定める。 

 

   附 則 

(施行期日) 

１ この要綱は、平成１７年４月１日から施行する。 

(経過措置) 



２ 第５条の規定にかかわらず、平成１７年度については、申請書の提出期限は平成１７年５

月１０日とする。 

   附 則 

 この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２５年１１月１５日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２６年１月３日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和３年１２月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和４年７月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和４年１０月１８日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、決定日から施行し、改正後の要綱は令和６年４月１日から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、令和７年２月３日から施行する。 

 



第１号様式（第５条関係） 

京都市民間シェルター施設補助金交付申請書 

（宛先） 京都市長  年  月  日 

 申請者の主たる事務所の所在地  申請者の名称及び代表者名 

 

京都市補助金等の交付等に関する条例第９条の規定により補助金の交付を申請します。 

施設の名称 

 

事業の目的及び内容 

 

事業の実施予定日又は実施予

定期間 

 

事業に要する費用の額 円 

交付申請額 円 

 

  



第２号様式（第９条関係） 

京都市民間シェルター施設補助金実績報告書 

（宛先） 京都市長 年  月  日 

 届出者の主たる事務所の所在地  届出者の名称及び代表者名 

 

京都市補助金等の交付等に関する条例第１８条第１項の規定により事業の実績を報告します。 

施設の名称 

 

交付決定日及び決定番号 年   月   日    第    号 

完了年月日 年  月  日 

 

  



第３号様式（第１０条関係） 

京都市民間シェルター施設補助金概算払請求書 

（宛先） 京都市長 年  月  日 

 請求者の主たる事務所の所在地  請求者の名称及び代表者名 

 

 

京都市補助金等の交付等に関する条例第２１条第２項の規定により補助金の概算払いを請求し

ます。 

施設の名称 

 

交付決定日及び番号 年  月  日  第   号 

補助金の請求額 円 

交付予定額 円 

 


